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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益
金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額を
算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 12,021 19.6 1,468 34.1 1,501 19.8 763 18.3
25年3月期 10,048 13.0 1,094 1.1 1,252 12.6 645 16.6

（注）包括利益 26年3月期 825百万円 （16.0％） 25年3月期 711百万円 （11.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 56.80 53.61 14.2 18.0 12.2
25年3月期 50.66 49.37 13.2 17.2 10.9

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 1百万円 25年3月期 △3百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 8,964 5,835 62.9 419.95
25年3月期 7,719 5,310 66.7 401.55

（参考） 自己資本 26年3月期 5,641百万円 25年3月期 5,149百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 1,245 △532 △165 3,160
25年3月期 839 301 △150 2,618

2. 配当の状況 

平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。平成25年３月期の配当金については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載し
ております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 20.00 ― 25.00 45.00 191 29.6 3.9
26年3月期 ― 8.50 ― 8.50 17.00 230 29.9 4.1
27年3月期(予想) ― 9.00 ― 9.00 18.00 30.2

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,575 4.1 696 13.5 701 10.5 375 28.5 27.91
通期 11,500 △4.3 1,501 2.2 1,510 0.6 800 4.8 59.55



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

詳細については、決算短信（添付資料）15ページ「３．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して発行済株式数
（普通株式）を算定しております。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 13,775,139 株 25年3月期 13,675,239 株
② 期末自己株式数 26年3月期 340,692 株 25年3月期 851,292 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 13,443,695 株 25年3月期 12,738,890 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

平成24年10月1日付で純粋持株会社体制へ移行したため、平成26年３月期個別業績は、平成25年３月期と比較して大きく変動しております。 
平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額
及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額を算定
しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 1,030 △79.8 309 △42.3 344 △51.7 265 △31.5
25年3月期 5,110 △39.6 537 △39.0 713 △24.6 386 △15.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 19.72 18.61
25年3月期 30.38 29.60

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 4,956 4,728 94.6 348.89
25年3月期 4,862 4,554 93.2 353.32

（参考） 自己資本 26年3月期 4,687百万円 25年3月期 4,530百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信（添付資料）２ページ「１.経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析」をご
参照ください。 
 
（株式分割について） 
当社は、平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国の経済成長鈍化や新興国における政情不安など一

部に懸念材料があるものの、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和策によって円高是

正・株高が進行し、企業収益の改善や設備投資の持ち直しが見られたことに加え、消費税率引き

上げに伴う駆け込み需要の影響など、景気は回復基調で推移いたしました。 

当社グループが属するＩＴ業界は、ＥＣ市場の拡大を背景としたＥＣサイト構築需要の拡大や

スマートフォン・タブレット端末の急激な普及、2014年４月の Windows ＸＰのＯＳサポート終了

に伴うパソコンの買替え需要の拡大など、企業のＩＴ投資は順調に推移いたしました。 

このような状況の中で、当社グループはＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」を活用

したＥＣサイト構築ビジネスの拡大に注力したことに加え、リスティング広告・ＳＥＯ対策等の

プロモーションサービスの拡大に注力し、デジタルマーケティング分野でのビジネス領域の拡大

を推進してまいりました。 

これらの結果、売上高は120億21百万円（前期比19.6％増）、営業利益は14億68百万円（同34.1％

増）、経常利益は15億１百万円（同19.8％増）、当期純利益は７億63百万円（同18.3％増）となり

ました。 

 

当連結会計年度におけるセグメントの業績の概要は、次のとおりであります。 

（ＥＣソリューション事業） 

ＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」の販売、カスタマイズ及びデータセンターでの

ホスティングサービスの提供に加えて、プロモーション等の付加価値サービスを提供し、トータ

ル的なＥＣソリューションを提供しております。 

ＥＣソリューション事業は、中堅・大手優良企業のＥＣサイト構築需要の増加に伴うＥＣサイ

ト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」の売上増や、リスティング広告・ＳＥＯ対策等のプロモー

ションサービスの売上増により、売上高は53億20百万円（前期比17.3％増）、セグメント利益（経

常利益）は、11億80百万円（同19.4％増）となりました。 

（システムインテグレーション事業） 

当社グループが開発した３つのソフトウェアプロダクト（「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」、「ＡｇｉｌｅＷｏ

ｒｋｓ」、「Ｌ２Ｂｌｏｃｋｅｒ」）の販売、基幹系システムの受託開発、ネットワーク構築を提供

しております。 

システムインテグレーション事業は、ウェブフォーム・ワークフロー「ＡｇｉｌｅＷｏｒｋｓ」

のプロダクト売上高の伸長により、売上高は24億円（前期比6.9％増）となったものの、受託開発

の減少等により、セグメント利益（経常利益）は８億23百万円（同13.2％減）となりました。 
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（物品販売事業） 

法人顧客向けにパソコン及びサーバー等のＩＴ機器の販売、市販パッケージソフトウェアを提

供しております。 

物品販売事業は、2014年４月のWindows ＸＰのＯＳサポート終了に伴うパソコンの買替え需要

の拡大により、売上高は43億円（前期比31.7％増）、セグメント利益（経常利益）は３億22百万円

（同40.7％増）となりました。 

 

② 次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、ＥＣソリューション事業においてＥＣ市場の拡大を背景にＥＣ

サイト構築需要が拡大することや、インターネット広告市場の拡大を背景にインターネット広告、

ＥＣサイト運用支援及びＷｅｂプロモーションサービス等を提供するデジタルマーケティングビ

ジネスの拡大により、売上増及び利益増を想定しております。 

しかしながら、物品販売事業においてWindows ＸＰのＯＳサポート終了に伴うパソコンの買替

え需要がなくなることや、消費税増税による落ち込み懸念の影響により、全体の売上高は減少す

るものと想定しております。 

また、費用面については、製品機能の強化のための費用増や、知名度向上のための広告宣伝費

の増加及び中途社員の積極的な採用による採用費の増加等はあるものの、ＥＣソリューション事

業売上高の拡大に伴う利益増が吸収し、利益は増益を想定しております。 

次期の連結業績予想につきましては、売上高は115億円（前期比4.3％減）、営業利益は15億１百

万円（同2.2％増）、経常利益は15億10百万円（同0.6％増）、当期純利益は８億円（同4.8％増）を

計画しております。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ19.8％増加し、60億83百万円となりました。これは、主

に現金及び預金が５億14百万円、受取手形及び売掛金が３億67百万円増加したこと等によるもの

であります。    

固定資産は、前連結会計年度末に比べ9.2％増加し、28億81百万円となりました。これは、主に

投資有価証券が２億９百万円増加したこと等によるものであります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて16.1％増加し、89億64百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ21.5％増加し、25億60百万円となりました。これは、主

に、買掛金が３億42百万円、賞与引当金が16百万円増加したこと等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ88.1％増加し、５億68百万円となりました。これは、主

に退職給付に係る負債が２億66百万円増加したこと等によるものであります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて29.9％増加し、31億29百万円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ9.9％増加し、58億35百万円となりました。これは、主

に利益剰余金が５億40百万円増加したこと等によるものであります。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

と比較して５億41百万円増加し、31億60百万円となりました。当連結会計年度における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、12億45百万円（前期比４億６百万円増）となりました。これ

は、主に法人税等の支払が６億８百万円、売上債権の増加が３億86百万円あったものの、税金等

調整前当期純利益が13億57百万円、仕入債務の増加が３億42百万円、減価償却費が２億74百万円、

退職給付に係る負債の増加が２億66百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、５億32百万円（前期は３億１百万円の獲得）となりました。

これは、主に投資有価証券の売却による収入が４億21百万円あったものの、投資有価証券の取得

による支出が５億１百万円、有形・無形固定資産の取得による支出が２億83百万円、データセン

ター移転に伴う支出が１億28百万円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、１億65百万円（前期比14百万円増）となりました。これは、

主に自己株式の売却による収入が３億16百万円あったものの、自己株式の取得による支出が２億

99百万円、配当金の支払が２億34百万円あったこと等によるものであります。 

 

（キャッシュ･フロー指標の推移） 

 平成25年３月期 

(連結) 

平成26年３月期 

(連結) 

自己資本比率(％) 66.7 62.9 

時価ベースの自己資本比率(％) 91.1 125.7 

キャッシュ・フロー対有利子負債率(％) ― ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ― ― 

(注)１ 各指標は、以下の計算式により算出しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２ 株式の時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３ 有利子負債がないため、キャッシュ・フロー対有利子負債率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは 

記載しておりません。 
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２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループの経営理念は、次のとおりであります。 

① 企業ミッション 

中堅企業並びに大手企業内部門に、最適なＩＴソリューション・サービスを、営業・技術が一

体となって提供し、顧客企業の成長と社会の発展に寄与する。 

顧客企業にとって単なる「業者」ではなく、「ベストパートナー」であることを目指す。 

『ベストパートナーソリューションプロバイダ』 

② コーポレートスローガン 

『Ｓｐｅｅｄ＆Ｃｈａｎｇｅ』 

変化する時代への対応力と失敗を恐れないチャレンジスピリットのもと、常に時代の一歩先を

ゆく事業展開を目指す。 

③ 経営指針 

Ａ 実利主義経営 

Ｂ 環境変化への素早い対応 

Ｃ 実績・実力主義 

④ 行動憲章 

Ａ 誠実・公正な企業活動 

Ｂ 従業員・人権の尊重 

Ｃ 社会・環境との調和 

 

上記の基本方針のもと、法令・諸規則の遵守はもとより適正な企業行動を重視することを何よ

りも優先し企業価値の最大化を図ってまいります。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、経営ビジョンとして「Ｗｅｂソリューション・サービスを基盤とした高収益会

社」の実現を掲げております。当社グループは、業態転換を行ってきた過程の中で、成長途上の段

階にあると認識しており、経常利益及び利益成長率を重要な経営指標として、継続的な事業拡大を

通じて企業価値の向上及び社会貢献に努めてまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、ＥＣ市場の継続的な変化・拡大を背景として、ＥＣサイト構築パッケージ「ｅ

ｃｂｅｉｎｇ」を主力としたＥＣソリューション・サービスを戦略的事業分野として位置付け、事

業を拡大してまいりました。今後は、ＥＣサイト構築パッケージを活用したＥＣソリューションビ

ジネスを中核とした事業拡大を推進し、より収益性の高い事業基盤を確立し、たとえ厳しい経済環

境下においても永続して安定的に発展し続ける優良企業を目指しております。 
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（４）会社の対処すべき課題 

当社グループを取り巻く経営環境は、ＥＣ市場の拡大を背景としたＥＣサイト構築需要の拡大や

クラウドコンピューティングの普及・拡大など、ＩＴ業界を取り巻く環境は大きく変化しており、

この環境変化に対してより迅速かつ柔軟に対応していくことが求められています。 

そのため、当社グループのＥＣソリューション事業が更なる成長を目指すためには、デジタルマ

ーケティングビジネスの拡大を図ることが急務であり、販売体制の強化及び知名度の向上に加え、

人材の確保・育成が課題となっております。  

このような状況を踏まえ、次のような課題を掲げて計画的かつ迅速に取り組んでまいります。 

 

① デジタルマーケティングビジネスの拡大 

当社グループは、主力製品であるＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」を活用したＥ

Ｃソリューション事業の拡大により成長を遂げておりますが、売れるための施策となるインター

ネット広告、ＥＣサイト運用支援及びＷｅｂプロモーションサービス等のデジタルマーケティン

グビジネスの需要が拡大しております。また、インターネット広告市場は、9,381億円（電通：2013

年 日本の広告費）にまでに急拡大し、今後、更に市場拡大が見込まれております。 

その中で、成長を果たしていくためには、インターネット広告、ＥＣサイト運用支援及びＷｅ

ｂプロモーションサービス等を提供するデジタルマーケティングビジネスの拡大が重要であると

認識しております。 

そのため、インターネット広告、ＥＣサイト運用支援及びＷｅｂプロモーションサービス等を

提供するデジタルマーケティングビジネスの拡大を図り、ＥＣソリューション事業の業績拡大を

実現し、より収益性の高い事業モデルの実現を目指してまいります。 

 

② デジタルマーケティングビジネスの販売体制の強化及び知名度の向上 

当社グループは、デジタルマーケティングビジネスの拡大を図るためには、顧客の要望に応じ

たきめ細かいデジタルマーティングを提案できる販売体制の強化が重要な課題であると認識して

おります。また、単なるネット通販ＥＣシステム企業から、デジタルマーケティング企業への転

換を図るための知名度の向上が重要な課題であると認識しております。 

そのため、デジタルマーケティングの提案を実施するための重点顧客戦略の推進により、販売

体制の強化を図ると同時に、展示会またはセミナー等を通じて、デジタルマーケティング企業と

しての知名度の向上を図ってまいります。 

 

③ 人材の確保・育成 

当社グループが、更なる成長を果たすためには、デジタルマーケティングに詳しい人材の確保

や、デジタルマーケティングの提案力を高めるための人材の育成が急務となっております。 

そのため、積極的な中途採用の実施により人材の確保に努めると同時に、能力を向上させるた

めの研修の実施と評価制度の充実により、社員の能力を最大限に発揮させる仕組みを確立してま

いります。 
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,617,513 3,131,686 

受取手形及び売掛金 1,884,513 2,252,123 

電子記録債権 － 18,894 

有価証券 1,141 28,468 

商品 155,210 156,927 

未成業務支出金 99,858 88,182 

繰延税金資産 151,985 170,339 

その他 170,611 237,843 

貸倒引当金 △524 △682 

流動資産合計 5,080,311 6,083,783 

固定資産    

有形固定資産    

建物 64,432 65,455 

減価償却累計額 △3,661 △10,837 

建物（純額） 60,771 54,618 

工具、器具及び備品 426,610 238,133 

減価償却累計額 △249,522 △128,647 

工具、器具及び備品（純額） 177,087 109,485 

土地 77,314 77,314 

有形固定資産合計 315,173 241,417 

無形固定資産    

ソフトウエア 407,776 416,092 

その他 2,500 2,500 

無形固定資産合計 410,276 418,592 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,539,440 1,748,577 

繰延税金資産 56,555 139,250 

その他 329,156 345,698 

貸倒引当金 △11,857 △12,486 

投資その他の資産合計 1,913,294 2,221,039 

固定資産合計 2,638,744 2,881,049 

資産合計 7,719,055 8,964,832 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 954,425 1,296,781 

未払法人税等 293,835 303,025 

賞与引当金 236,569 253,048 

工事損失引当金 33 827 

その他 621,458 706,518 

流動負債合計 2,106,321 2,560,200 

固定負債    

繰延税金負債 12,731 23,582 

退職給付引当金 134,104 － 

役員退職慰労引当金 155,554 144,242 

退職給付に係る負債 － 401,101 

固定負債合計 302,390 568,926 

負債合計 2,408,711 3,129,127 

純資産の部    

株主資本    

資本金 848,707 854,101 

資本剰余金 905,532 972,409 

利益剰余金 3,636,281 4,176,963 

自己株式 △283,599 △277,195 

株主資本合計 5,106,921 5,726,279 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 42,485 77,734 

退職給付に係る調整累計額 － △162,264 

その他の包括利益累計額合計 42,485 △84,530 

新株予約権 23,321 41,206 

少数株主持分 137,615 152,749 

純資産合計 5,310,344 5,835,705 

負債純資産合計 7,719,055 8,964,832 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 10,048,605 12,021,829 

売上原価 6,880,761 8,382,797 

売上総利益 3,167,844 3,639,031 

販売費及び一般管理費 2,072,991 2,170,613 

営業利益 1,094,852 1,468,417 

営業外収益    

受取利息 11,716 24,955 

受取配当金 1,615 9,300 

受取手数料 7,466 － 

為替差益 140,458 － 

その他 3,920 11,484 

営業外収益合計 165,177 45,741 

営業外費用    

為替差損 － 5,948 

持分法による投資損失 3,293 － 

その他 3,765 6,716 

営業外費用合計 7,058 12,665 

経常利益 1,252,971 1,501,493 

特別利益    

投資有価証券売却益 1,770 68,674 

保険解約返戻金 4,306 － 

その他 94 － 

特別利益合計 6,171 68,674 

特別損失    

固定資産除却損 16,297 74,779 

投資有価証券評価損 2,103 9,346 

事務所移転費用 94,336 128,267 

その他 11,821 59 

特別損失合計 124,558 212,452 

税金等調整前当期純利益 1,134,584 1,357,715 

法人税、住民税及び事業税 488,408 586,329 

法人税等調整額 △23,006 △19,111 

法人税等合計 465,401 567,217 

少数株主損益調整前当期純利益 669,182 790,497 

少数株主利益 23,877 26,934 

当期純利益 645,305 763,563 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 669,182 790,497 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 42,661 35,249 

その他の包括利益合計 42,661 35,249 

包括利益 711,844 825,747 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 687,967 798,813 

少数株主に係る包括利益 23,877 26,934 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 844,624 902,035 3,160,591 △296,792 4,610,459 

当期変動額           

新株の発行 4,082 4,057     8,139 

剰余金の配当     △169,615   △169,615 

当期純利益     645,305   645,305 

自己株式の処分   △559   13,192 12,632 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

          

当期変動額合計 4,082 3,497 475,689 13,192 496,461 

当期末残高 848,707 905,532 3,636,281 △283,599 5,106,921 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証 

券評価差額金 
その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 △176 △176 17,371 113,738 4,741,393 

当期変動額           

新株の発行         8,139 

剰余金の配当         △169,615 

当期純利益         645,305 

自己株式の処分         12,632 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

42,661 42,661 5,950 23,877 72,488 

当期変動額合計 42,661 42,661 5,950 23,877 568,950 

当期末残高 42,485 42,485 23,321 137,615 5,310,344 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 848,707 905,532 3,636,281 △283,599 5,106,921 

当期変動額           

新株の発行 5,394 5,393     10,788 

剰余金の配当     △222,882   △222,882 

当期純利益     763,563   763,563 

自己株式の取得       △299,981 △299,981 

自己株式の処分   61,482   306,386 367,869 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

          

当期変動額合計 5,394 66,876 540,681 6,404 619,357 

当期末残高 854,101 972,409 4,176,963 △277,195 5,726,279 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証 

券評価差額金 
退職給付に係 
る調整累計額 

その他の包括 
利益累計額合

計 

当期首残高 42,485 － 42,485 23,321 137,615 5,310,344 

当期変動額             

新株の発行           10,788 

剰余金の配当           △222,882 

当期純利益           763,563 

自己株式の取得           △299,981 

自己株式の処分           367,869 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

35,249 △162,264 △127,015 17,885 15,134 △93,996 

当期変動額合計 35,249 △162,264 △127,015 17,885 15,134 525,361 

当期末残高 77,734 △162,264 △84,530 41,206 152,749 5,835,705 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,134,584 1,357,715 

減価償却費 276,868 274,240 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,466 787 

賞与引当金の増減額（△は減少） 37,762 16,479 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 33 793 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,089 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 266,996 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,775 △11,311 

受取利息及び受取配当金 △13,332 △34,256 

株式報酬費用 8,526 28,037 

固定資産除却損 16,297 74,779 

投資有価証券売却損益（△は益） △1,770 △68,674 

投資有価証券評価損益（△は益） 2,103 9,346 

会員権売却損益（△は益） － 59 

会員権評価損 11,821 － 

保険解約返戻金 △4,306 － 

為替差損益（△は益） △141,368 5,948 

持分法による投資損益（△は益） 3,293 △1,637 

新株予約権戻入益 △94 － 

売上債権の増減額（△は増加） △218,446 △386,504 

たな卸資産の増減額（△は増加） △74,661 9,959 

仕入債務の増減額（△は減少） 76,799 342,356 

前受金の増減額（△は減少） △45,666 △2,881 

未払金の増減額（△は減少） 61,237 86,594 

破産更生債権等の増減額（△は増加） △330 △629 

その他 65,769 △145,762 

小計 1,222,516 1,822,437 

利息及び配当金の受取額 9,583 31,236 

法人税等の支払額 △392,999 △608,033 

営業活動によるキャッシュ・フロー 839,099 1,245,641 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △300,000 － 

定期預金の払戻による収入 2,350,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △224,655 △13,786 

無形固定資産の取得による支出 △259,646 △270,011 

投資有価証券の取得による支出 △1,366,748 △501,770 

投資有価証券の売却及び償還による収入 132,859 421,208 

関係会社株式の取得による支出 － △16,000 

会員権の取得による支出 － △25,000 

会員権の売却による収入 － 190 

事務所移転による支出 △88,772 △128,267 

貸付けによる支出 △400 △1,400 

貸付金の回収による収入 3,227 2,236 

敷金及び保証金の差入による支出 △240,942 △32 

敷金及び保証金の回収による収入 102,324 － 

保険積立金の解約による収入 193,936 － 

その他 － 209 

投資活動によるキャッシュ・フロー 301,182 △532,423 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入 8,139 10,788 

自己株式の売却による収入 － 316,100 

自己株式の取得による支出 － △299,981 

ストックオプションの行使による収入 10,150 41,617 

配当金の支払額 △169,088 △222,493 

少数株主への配当金の支払額 － △11,800 

財務活動によるキャッシュ・フロー △150,798 △165,769 

現金及び現金同等物に係る換算差額 141,368 △5,948 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,130,852 541,499 

現金及び現金同等物の期首残高 1,487,802 2,618,655 

現金及び現金同等物の期末残高 2,618,655 3,160,154 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

    該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度末より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用しております。

（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除

く。）これにより、退職給付債務の額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識

数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給

付に係る調整累計額に加減しております。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が401,101千円計上されるとともに、

その他の包括利益累計額が162,264千円減少しております。 

なお、１株当たり純資産額は12円７銭減少しております。 

 

（セグメント情報等） 

１ 報告セグメントの概要 

（１）報告セグメントの決定方法 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。 

当社グループは、子会社に製品・サービス別の事業部門を設置し、各事業部門は、取り扱う製

品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成

されており、「ＥＣソリューション事業」、「システムインテグレーション事業」及び「物品販売事

業」の３つを報告セグメントとしております。 

 

（２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

「ＥＣソリューション事業」は、ＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」のパッケージ

ソフトの販売、カスタマイズ及びデータセンターでのホスティングサービスの提供に加えて、Ｓ

ＥＯ対策及びプロモーション等の付加価値サービスを提供し、トータル的なＥＣソリューション

を提供しております。 

「システムインテグレーション事業」は、当社グループが開発した３つのソフトウェアプロダ

クト（Ｘ－ｐｏｉｎｔ、ＡｇｉｌｅＷｏｒｋｓ、Ｌ２Ｂｌｏｃｋｅｒ）の販売、基幹系システム

の受託開発、ネットワーク構築を提供しております。 

「物品販売事業」は、パソコン及びサーバー等のＩＴ機器の販売、市販パッケージソフトウェ

アを販売しております。  
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２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）         

（単位：千円） 

 
ＥＣソリュー

ション事業 

システムイ

ンテグレー

ション事業 

物品販売 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

連結財務 

諸表計上額

（注）２ 

売上高       

外部顧客に対する売上高 4,535,410 2,246,549 3,266,645 10,048,605 ― 10,048,605 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
7,138 154,856 126,261 288,256 △288,256 ― 

計 4,542,548 2,401,406 3,392,906 10,336,861 △288,256 10,048,605 

セグメント利益 988,680 948,555 229,403 2,166,639 △913,668 1,252,971 

セグメント資産 1,237,446 861,048 716,897 2,815,392 4,903,663 7,719,055 

その他の項目       

減価償却費 63,204 158,633 598 222,435 54,433 276,868 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
155,634 172,225 5,181 333,040 151,878 484,919 

(注)１ セグメント利益の調整額△913,668千円は、セグメント間取引△128,364千円、その他調整額48,542千円、各報告
セグメントに配分していない全社費用△833,847千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰
属しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月 31 日）              

(単位：千円) 

 
ＥＣソリュー

ション事業 

システムイ

ンテグレー

ション事業 

物品販売 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

連結財務 

諸表計上額

（注）２ 

売上高       

外部顧客に対する売上高 5,320,313 2,400,558 4,300,957 12,021,829 ― 12,021,829 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
8,429 31,639 134,226 174,295 △174,295 ― 

計 5,328,742 2,432,197 4,435,184 12,196,125 △174,295 12,021,829 

セグメント利益 1,180,971 823,624 322,764 2,327,360 △825,866 1,501,493 

セグメント資産 1,493,182 737,953 993,141 3,224,277 5,740,554 8,964,832 

その他の項目       

減価償却費 93,378 137,272 2,341 232,992 41,248 274,240 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
145,498 141,545 9,450 296,494 △11,358 285,136 

(注)１ セグメント利益の調整額△825,866千円は、セグメント間取引△39,647千円、その他調整額△97,581千円、各報告
セグメントに配分していない全社費用△688,637千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰
属しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

        該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日） 

１株当たり純資産額 401円55銭 419円95銭 

１株当たり当期純利益金額 50円66銭    56円80銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 49円37銭 53円61銭 

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（千円） 645,305 763,563 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 645,305 763,563 

普通株式の期中平均株式数（株） 12,738,890 13,443,695 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 332,260 800,268 

 （うち新株予約権（株）） （332,260） （800,268） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ― 

(注)平成25年７月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が
行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額を算定しております。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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４．その他 

（１）役員の異動 

① 新任取締役候補（平成26年６月20日就任予定） 

  取締役 原田 陽一（会社法第２条第15号に規定する社外取締役） 

 （注）監査役原田陽一（会社法第２条第16号に規定する社外監査役）は、平成26年６月20日の当社第

47期定時株主総会終結の時をもって、辞任する予定であります。 

  取締役 小川 和夫（会社法第２条第15号に規定する社外取締役） 

 

② 退任予定取締役（平成26年６月20日退任予定） 

  取締役 阿部 新生（会社法第２条第15号に規定する社外取締役） 

 

③ 新任監査役候補（平成26年６月20日就任予定） 

   監査役 山本 勲 （会社法第２条第16号に規定する社外監査役） 

   監査役 酒井 宏 （会社法第２条第16号に規定する社外監査役） 

 

④ 退任予定監査役（平成26年６月20日退任予定） 

   監査役 花水  征一（会社法第２条第16号に規定する社外監査役） 
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